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日本と米国の電子申告の導入と所得税の確定申告制度
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自己紹介を致します

私は小学校は中野の区立でしたが、中学受験で池袋の立教中学に入学して中学時代は卓球部

に所属し、立教高校（当時は新座にしかなかった。大学は新座にはまだなかった時代です）で

はテニス部に所属していました。立教大学ではオールホワイツというテニス同好会に所属して

いて経済学部経営学科を卒業して大学3年の21歳の時から税理士の資格取得を目指して受験し

て2年に1個ずつ単科目合格したので29歳で5科目合格して税理士に登録しました。

大学卒業後は父の事務所に入り、（つまり二世税理士です）東証一部上場の TKC という税務
会計ソフトを使用しています。その中で全国システム委員（全国で20名の地域システム委員長）

を平成4年から平成19年まで15年間やりました。全国システム委員会とは別に開発委員会とい

う4-5名の税理士・公認会計士が TKC のシステム開発研究所の社員と共同で委員会を発足させ
て活動していました。主に私の開発したシステムは所得税関係で確定申告書作成システムや給

与計算システム、年末調整・法定調書作成システム等です。これらの開発委員会では私が委員

長又は委員になり、開発を主導していました。その中でも特に印象に残っているのが年末調整

・法定調書作成システムの電子申告対応でしたのでその話を中心として所得税の話をしてみた

いと思います。なお、このレジュメを読めば解るので寝るのは結構ですがいびきは駄目ですの

でいびきをかいている人がいたら起こしますのでよろしくお願いします。

ちなみに趣味はテニスとゴルフと車のレースです。車はイギリスのロータスというメーカー

のエクシージというほぼレーシングカーの車に乗ってロータスだけのワンメイクスのレースに

出ています。8月に筑波で開催されたセブチャリティー5時間走行会（通称セブ耐久）に出て優

勝しました。TIPO10月号に耐久レースの模様が記事として掲載されました 笑

また、私は東京セントポールライオンズクラブに所属していて立教大学に留学している外国

人留学生をサポートするボランティアをしています。主な活動はバスハイク、奨学金、日本語

スピーチコンテストです。日本人の学生向けではライオンズの Youth-Camp-Exchange を支援し
ています。毎年1名を海外にライオンズの資金で出しています。3月に英語スピーチコンテスト

を行っていますので我と思う方は是非ご応募してください。大学の掲示版にも掲示されて居ま

すのでよろしくお願いします。実は私も37年前にこのプログラムの交換学生になって大学の2

年の時に米国のカリフォルニア州に6週間ホームステイを米国のライオンズクラブの家庭で過

ごして来ました。最近英語を使わないので忘れてしまいましたが当時は英語で聞いて考えて話

すことが出来ました。

１．所得税の税率と累進課税

所得税の税率は、「現時点では7段階の累進課税方式（超過累進課税）」が採用されています

http://www
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ので所得額が多くなれば多くなるほど税率が高くなります。法人税は2段階課税なので所得税

とはだいぶ違いますよね。

この累進課税方式については賛否両論ありますが、現在日本では、「所得税・相続税・贈与

税」などは、この累進課税方式（超過累進課税方式）が採用されていますが、所得のうち、「利

子所得・株式など特定の譲渡所得」などの金融所得は、一定の税率（20％）が採用されていま

す。また、土地建物等の譲渡所得税については分離所得で税率が別途用意されています。 な

お、復興所得税については時限措置なので今回は考慮外とします。

さて皆さんは所得税の税率が過去一番高い時で何％だか解りますか。その時の住民税は何％

で合計何％の税金を支払っていたか知っていますか？

ではイギリスではどうでしょうか

イギリスでは最高税率が99％の時がありました。これはビートルズが活躍した時代ですが酷

く無いですか？ 笑

99％だとまるで罰金のようです。こんなに稼ぎやがってふざけんなという税率ですよね。い

くら温厚で女王様を尊敬していても耐えられる税率ではないので移住も仕方ないかな

この99％の税率では所得が1億円増加しても手取りは100万円しか増加しません。これではイ

ギリスから脱出してしまいますよね。ビートルスがイギリスから他の国々へ移住したのはこの

ような税率の為だと言われて居ます。

皆さん良くご存じのモナコ公国は所得税と相続税がありませんので大富豪や有名なスポーツ

選手やＦ１ドライバー（Ｆ１パイロットと呼ばれている）が国籍又は居住権と住居（小さいコ

ンドミニアムでも最低3億円以上と言われて居る）を取得又は賃貸して住んで居るケースが多

いようです。但し、消費税はあります。

住居に関してはとても高くて平成26年に私が行ったときに売りに出されていたマンション（3

階ぶち抜きで屋上にスライダー付のプールがあって屋上からＦ１コースが見られる部屋）がな

んと驚愕の350億円でした。（アラブの王族しか買えない値段です。モナコのハーバーに止ま

っているどでかいクルーザーは王族の物で100億円以上すると聞きました）

ディーク更家さんがＦ１コースのトンネル出口の上のマンション（現在価値で10億円以上と

言われて居る）に住んで居るのは有名な話ですよね

このように所得税（住民税を含む）は高いと日本にいないと仕事が出来ない方は別にして高

額納税者は海外に移住してしまいますので所得税率というのは重要です。

あまりにも所得税が高いと海外移住あるいは節税や脱税（これはいけませんね）をするよう

になりますので限度という物があります。江戸以前から一揆が起きたり、領主が襲撃されたり

するのは高い税金に苦しんだ民衆が反発したからです。一揆が起きる限界点と言うのが昔から

五公五民（税率が50％で手元に50％残る）と言われて居て六公四民（税率が60％で手元に40％

残る）だと一揆が起きたと言われています。今年から住民税と合わせて55％(別紙参照)去年ま

では50％だったので高くなりました。

日本でも私の知る限り（戦前等を除く）最高税率は所得税と住民税合わせて93％（別紙参照）

でした。賦課制限があるので一概に税率だけで判断することは出来ませんがあまりにも高い税

率でまるで罰金のようです。
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２．所得税の徴収と確定申告

所得税の徴収は一般的には源泉徴収（WithholdingTax）制度と確定申告（TaxReturn）に伴う
納税によって行います。源泉徴収をして年間の所得とその所得に対する税金を精算するのが確

定申告です。米国でも源泉徴収制度は有りますが日本の制度とはちょっと違います。日本では

サラリーマン＝給与所得者は扶養控除申告書という物を作成して源泉徴収税額を年末調整

（Year-End-Ajustment 和製英語です。米国で言ってもこのような制度が無い為通じません）で
調整（扶養家族の人数や障害者、寡婦などの情報に基づいて）して多くの方は確定申告をしま

せんが米国では個人の情報を会社に開示して税額を調整するという年末調整という制度があり

ませんので全員が確定申告（TaxReturn）を行います。このように日本と米国では個人の情報
に対する考え方の違いで年末調整という制度がある日本と無い米国で確定申告に対する考え方

も違います。米国では扶養家族をゼロして計算した税額で徴収するとのでほとんどの人は還付

になるので確定申告のことを還付申告＝ TaxReturnと呼んでいるそうです

確定申告を英語で TaxReturn と言うのはこのような源泉徴収制度と確定申告をするとほとん
どの人が還付申告になるために名付けられたということです。米国では数字に対する責任はお

客が負うため Engagement Letter（契約書）にｻｲﾝをしてもらってから申告業務を行うそうです｡
個人の申告は翌年1月15日から4月15までだが延長を申請すると8月15日あるいは10月15日にな

り（延滞税は掛かります）、それ以外の期間は法人の申告などを行っている｡日本では翌年の2

月1日～3月15日までで延長制度は無い。

日本では今後マイナンバー制度によって扶養控除等申告書を作成する際に本人と扶養家族に

ついては番号を記入するようになっていくが、米国の場合にも本人と扶養家族については社会

保障番号を記入するようになっている。これは米国に出稼ぎに来ていたメキシコ人やプエルト

リコ人が本国に扶養家族がいるということで自分の家族の他に親戚の子供や犬猫の名前まで扶

養家族にして税金を逃れようとしたことから確実な把握の為に始まった制度です。

３．税理士は米国にいるのか

米国で税務申告ができるのは①税務専門弁護士（ﾀｯｸｽｱﾄｰﾆｰ）②公認会計士(CPA)③ IRS(内
国歳入庁＝米国版財務省)公認の EA(enrolled-agent=1950年頃に制定された。直訳すると登録代
理人という意味になる)④州政府公認の TPP（ﾀｯｸｽﾌﾟﾘﾍﾟｱﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑまたはﾀｯｸｽﾌﾟﾘﾍﾟｱﾗｰという）
⑤納税者本人(ｻｲﾝをせずに資格なしで申告書を作成する=ｷｯﾁﾝﾃｰﾌﾞﾙと呼んでいる)となってお
り、①と②は日本と一緒ですが、③は合衆国公認のためどの州にいっても開業できるのに比べ

て②と④は公認の州のみでしか開業できません。

EA は直訳すると登録代理人になると思われますが、日本の税理士とほぼ同じ業務をしていま
す。違いは日本のような記帳代行業務をほとんど行わず、申告業務だけを行う事務所が多いこ

とで記帳代行業務は簡単なソフトを使って自分で計算する又は専門の業者(記帳代行業＝

Pay-Roll)がいるそうで記帳代行はその業者をお客が使っているとのことで申告業務だけを行っ
ている場合が多い。（ごくわずかに記帳代行をやっている EAもいる）
①の税務専門弁護士は資産管理会計や信託財産会計及び相続税を中心とした申告を行って入る

場合が多い ②の公認会計士は監査業務も行うが日本の税理士と同じような業務を行って入る

人が多い ③の EA は日本の税理士とほぼ一緒です ④の TPP も日本の税理士と一緒です。こ
れは日本では臨時税理士（臨税）と言う制度があり、地方に行くと農協の職員等が税理士の代

わりに業務を行っているのと同じだと思います。要は税理士だけだと地方では足りないので臨

時で申告を補助する人たちです

４．米国の電子申告と日本の電子申告の導入と利点

米国では日本に先駆けて電子申告を導入しているがその推移はちょっと面白い。米国では当

初紙での申告が100％であったが、その後、電話申告（ﾃﾚﾌｧｲﾘﾝｸﾞ）、OCR申告、電子申告(e-file
又は net-file)と進んでいった。
紙の申告は内国歳入庁で主にプエルトリコやメキシコなどの低所得者がアルバイトで紙で提

出された申告内容をデータとして入力する方式を取っていたが数字や文字が判別しづらい（数
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字や文字を崩して書く人が多い為）のと入力間違いが多いので電話申告（当時はプッシュ電話

で簡単な申告が出来た）→ OCR申告（OCRの読み取り精度が悪くて諦めたと言っていた→28.
5% でミスが発見された）→電子申告（0.5％のミスだけで非常に効率が良かった）と進んだ。
電子データをやり取りすることで事務処理が速くなり、しかも正確ということは、IRS 側の

メリットばかりではなく、納税者にとっても有利な点がいくつかある。

まず、還付金の受取りが紙による申告の場合は4～6週間かかるが、米国内国歳入庁（IRS）
の係官による電子申告の講義では、e ファイルだと2～3週間に短縮される為還付金が迅速に還
付出来ると言うメリットがあるということだった。

日本で言うお尋ね文章は米国では90日レターという物があり、内国歳入庁から解らない事は

納税者に聞いてそれでも不明な場合には調査があるので日本と同じような物です

電子申告は米国では1986年（昭和61年）に試験運用開始し、1990（平成2年）年から徐々に

全国拡大したが、私は1996年、1998年、2000年、2004年に米国とカナダの電子申告の視察に行

ってきたが同じ会計事務所に行っても前回は電子申告は使ってないと言っていた事務所が次に

行ったときは電子申告で申告をしないなんて信じられないという位の差があった。米国では

I R S =内 国 歳 入 庁 （ I n t e r n a l - R e v e n u e - S e r v i c e）、 カ ナ ダ で は 税 関 歳 入 機 構

（Canada-Custom-And-Revenue-Agency）等に行って担当者から電子申告の導入状況や推移等につ
いて講義して貰った。

日本では e-Japan 重点計画の目玉として平成16年に名古屋国税局管内の納税者を対象として
スタートした電子申告・納税システム（e-Tax）は平成18年から少しずつ全国に広まって行っ
た。

５．年末調整・法定調書作成システムの開発秘話

給与計算システムの開発とそれに伴う年末調整・法定調書作成システムの開発を DOS の時
代から Windows3.1，95等の時代に掛けてやっていました。

TKC システムの特徴は会計データを伝送して試算表や元帳などを印刷して翌日に届けると
いう方式ですが、当時良く時代遅れのシステムだとか他の会社から言われました。

しかし、この伝送をすることで経営指標が出来て同業他社との比較が出来たり、いろいろな

分析が出来ました。

給与においては年末調整をした社員数は約120万人に上り中小企業の賃金指標としては日本

最大で有り、最も信頼されるデーターベースとなって居ます。

年末調整・法定調書作成システムのシステム開発を TKC で行っていたが、これはかなり大
変だった。

年末調整をやるには、名前・住所・生年月日で個人を識別しますが法定の扶養控除等申告書

には男女欄がなくて寡婦と寡夫の区別が付かないので苦労しました。以前は日本人だけを対象

に年末調整をしていた為、あまり問題にされなかったのですが日本も国際化してきて外国人が

増えてきました。日本人でも最近は男子の名前か女子の名前か判別出来ない人がいますが、外

人の場合には名前で男女を判断することが出来ないので30人程度の会社ならそれぞれの個人に

聞くことも出来ますが社員数が多くなると一人一人に聞くことが出来ないので正しい年末調整

が出来ないこともあります。そこで私の開発した年末調整・法定調書作成システムでは扶養控

除等申告書を印刷することに法定書式にはない男女欄を設けました。

寡婦の要件は

寡婦とは、納税者本人が、原則としてその年の12月31日の現況で、次のいずれかに当てはまる

人です。

(1) 夫と死別し、若しくは離婚した後婚姻をしていない人、又は夫の生死が明らかでない一

定の人で、扶養親族がいる人又は生計を一にする子がいる人です。この場合の子は、総所得金

額等が38万円以下で、他の人の控除対象配偶者や扶養親族となっていない人に限られます。

(2) 夫と死別した後婚姻をしていない人又は夫の生死が明らかでない一定の人で、合計所得

金額が500万円以下の人です。この場合は、扶養親族などの要件はありません。
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寡夫の要件は

寡夫とは、納税者本人が、原則としてその年の12月31日の現況で、次の三つの要件のすべてに

当てはまる人です。

(1) 合計所得金額が500万円以下であること。

(2) 妻と死別し、若しくは離婚した後婚姻をしていないこと又は妻の生死が明らかでない一

定の人であること。

(3) 生計を一にする子がいる人。この場合の子は、総所得金額等が38万円以下で、他の人の

控除対象配偶者や扶養親族になっていない人に限られます

ちなみに上記の中で扶養親族がいる人又は生計を一にする子で克つ総所得金額等が38万円以

下で、他の人の控除対象配偶者や扶養親族となっていない人の違いは分かりますか

これは税務署員や税理士さんに聞いても9割の人は答えられません。笑

なぜなら、生計を一にする子で克つ総所得金額等が38万円以下で、他の人の控除対象配偶者

や扶養親族となっていない人は基本的に扶養親族に該当するからです。

ではどういう場合がこの要件に該当するかというと事業専従者や青色事業専従者になってい

て（この時点で扶養親族から外れます）克つ事業専従者控除や青色専従者給与を自己否認して

計上しない場合で生計を一にする子というのが正解です。一旦扶養親族から外れた人が再度扶

養親族に戻るようなものです。

さて年末調整・法定調書作成システムで作成するのは給与所得の源泉徴収票と給与支払報告

書です。私の開発した平成16年頃は市町村が3200程有り、その後統廃合があり現在は約1750に

減っている。

ウィキペディアによると日本の市町村の数は、1999年（平成11年）3月31日の時点で、市が6

70、特別区が23、町が1,994、村が568で合計3,232であった。その後、市町村合併がすすみ、2

014年（平成26年）4月5日の時点で、市が790、特別区が23、町が745、村が183で合計1,741に

なった（ただしロシアが実効支配している6村は数に含まれていない）。

給与所得の源泉徴収票は国税に提出する書類なので書式が統一されて居たがと給与支払報告

書は市町村ごとに書式が統一されておらず、3200通りの答えがあり、システム開発することは

とても出来ないので当時の自治省に掛け合って自治省（現在の総務省）から統一書式を通達し

てもらいなんとかシステム開発が出来ることとなった。

紙での提出であれば問題にならなかったで有ろうが、例えば「ゼロ」の内容を表示するのに

「０」「スペース」「タブ区切り」「，」といろいろな方法があり、項目ごとに市町村によって

マチマチだったのでシステム開発の初期に全国からデータを集めたときにあまりの違いに愕然

とした。その為にこのままではシステム開発が出来ないので検討した結果、自治省に対応をお

願いして全国に通達を出して貰い、書式を統一してやっとシステム開発のめどが立った。

その後システムが完成すると国税局の裏回線を教えて貰い、その回線を使ってシステムの検

証作業を行った。当時からＴＫＣが電子申告の先頭を走っており、他の税務会計システム会社

は電子申告に積極的に取り組んでいなかった。一番大変な初期システム開発はせずにＴＫＣの

システムを解析して翌年に出す予定だったらしい。従って我々がシステム開発を行った時は参

考になるべき物は全く無くて全くの白紙からの開発だったため、非常に苦労したがその分出来

たときの達成感は凄かった。私はこのような無から有を生み出すような開発が好きで現在も保

険管理システムを作って上場を目指しています。（e-Return というソフトで既に上場会社4-5社
とのアライアンス契約を貰っています）
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国税局は NTT データに電子申告のシステムを発注したが、国税局の担当者も米国等の電子
申告システムを参考にして要件概要書を作成してシステム構築をしたが言葉の壁と初めてのシ

ステムで要件概要書を作るのも初めてだったので中々良いものが出来ずに当初は送信してもエ

ラーになることが多かった。ＮＴＴデータとしては要件概要書通りにシステムを作成していて

も元々の要件概要書が初期段階では不十分だった。そこで我々はその要件概要書を手に入れ、

直すべき所を国税局側と検討してエラーが出ないように訂正して貰った。その為、TKC の電
子申告システムは他の会社の電子申告システムよりエラー等が少なくて申告が容易に出来たと

思います。他のシステム会社（ＪＤＬ、ミロク、ＩＣＳ、魔方陣等）は翌年以降になってから

ＴＫＣのシステムを参考にして開発して世に送り出したので中々良いものが当初から出来て居

たようです。ＴＫＣも毎年開発を続けてバージョンアップして年々良いものへと改良が進みま

した。

６．会計の目的は

皆さんは経済学部や経営学部の方が多いのでお勿論ご存じだと思いますが、元々簿記や会計

は大航海時代に１航海ごとに損益を投資家（株主）と船乗り（社員）に対して計算して分配し

ていたのですが、現在は継続企業における期間損益計算になりました。

会計は税金計算の為にする物だと言う方がいますが会計や簿記は自分に対する自己報告であ

ります。つまり、どんぶり勘定ではこのまま事業を継続して良いのか悪いのか解らないですし、

方向性も見失ってしまいます。正しい報告が正しい方向性を見いだす鍵なのは言うまでも無い

ことで決して税金の為に会計や簿記をして入るのでは無いのです。これは個人の事業でも法人

の事業でも同じです。

簿記では貸方／借方と言う言い方をしますが私は右側と左側と言います。お客様と話してい

て良く間違えるからです。言う方も聞く方も聞き間違いや言い間違いがあるし、資産だから貸

方というような先入観がありますので削除や訂正をするときに間違えやすいのでそのような言

い方をしています。皆さんも間違えが起こりにくい話し方をすると良いと思います。

７．健康保険料と健康保険税

国民健康保険料が住民票のある市町村から請求されていると思いますが一般的には国民健康

保険料と入っていますがこれも法律上は税金です。

国民健康保険税（こくみんけんこうほけんぜい）とは、国民健康保険を行う市町村が、国民

健康保険に要する費用に充てることを目的として、被保険者の属する世帯の世帯主に対し課す

る税金であり（地方税法703条の4）、分類上は地方税、直接税、目的税に該当する。一方、市

町村が地方税法の規定によらず保険料を徴収する場合や、国民健康保険組合が保険料を徴収す

る場合は、国民健康保険料と呼びます。

国民年金は20歳になったら日本国内に居住する人はすべて国民年金に加入しなければならな

いこととなっている。これは無職でも学生でも同様である。親の扶養家族になっている人は10

3万円の壁があり、それ以上稼いでしまうと扶養家族にならなくなってしまうばかりか、アル

バイトをしてその中から国民年金保険料や国民年金を支払う事になるので大変です。

国民年金には老齢に対する給付だけではなく、障害や死亡に対する給付も用意がされている。

障害や死亡は、年齢に関わらず誰にでも起こりうるリスクである。

私の場合には娘が17歳と20歳と23歳の3人娘がいるが上の2人分の国民年金は支払って居る。

健康保険については扶養者であるので必要ないが年金は出来れば、親に立て替えて貰っていず

れ支払う方が良いと思います。

学生が冬休みにスキーに行ったが、転倒して大怪我をしてしまい、打ち所が悪くて車椅子の

生活になってしまった、という事例を想定してみてほしい。

このとき、障害を負った学生の運命は、国民年金の保険料を払っていたかどうかで大きく異

なる。

まず、国民年金の保険料をきちんと払っていた場合であるが、車椅子の生活になった場合、

通常は「両下肢の機能に著しい障害を有するもの」として1級の障害基礎年金が支給されるこ

ととなる。支給される金額は、平成25年度価格で約97万円だ。障害の状態が続く限りは一生支
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給が継続する。もし結婚して子どもが生まれた場合には、第1子、第2子に対してはそれぞれ22.

4万円の加算、第3子以降は7.46万円の加算も行われる。

これに対し、国民年金の保険料が未納であった学生が車椅子の生活になった場合は、障害基

礎年金は１円ももらえないし、その後もらえるようにする方法も存在しない。一生涯というス

パンで考えると、5000万円とか6000万円といった水準の年金をもらい損ねることになりかねな

いのだ。もっと悲惨な例もあるので良く調べてください。このような事を考えると国民年金保

険料は支払っておいた方が良いのです。保険料という名前で取っている以上やはり保険という

側面があるのだから。年金についてネット等で良く情報を集めた上で支払うか支払わないでリ

スクを追うかの判断は自分でお願いします。→国民年金 20歳で検索すると出てきます

８．開業税理士と補助（勤務）税理士

開業税理士は読んで字のごとく事務所を開いて開業している税理士のことで補助税理士とは

開業税理士の元で働いている税理士の事です。

税理士は5科目を取っても実務経験が3年以上ないと税理士登録が出来ませんので試験に受か

っただけでは税理士になれませんから例えば大学や大学院で全科目合格しても直ぐに税理士に

なることは出来ません。

「補助税理士」は、いわゆる会計事務所に勤務する税理士資格者の名称です。税理士法上、

税理士として業務を行う場合、開業税理士か社員税理士、補助税理士のいずれかで税理士会に

登録しなければなりません（法第21条）。登録しなければ、単なる税理士有資格者であり、税

理士業務がでません。つまり、無資格者と同じ扱いです。

以上で私の講義は終わりですのでリアクションペーパーに感想を書いてください。また、質

問も私の分かる範囲であればお答えしますのでよろしくお願いします


